平成23年度第３回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成23年８月24日（火）　午後６時30分～８時50分
２　開催場所
市役所特別会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子



　　　　　徳武　孝



　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　　小野　翠



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　　　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　中川信子



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）



　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　井上和信（児童青少年課長）



　　　　　岡本起恵子（介護支援課介護保険係長）



　　　　　長村卓也（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　松下順一（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）小野敏明、秋山　實、佐藤宗幸
５　傍聴者
１人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画アンケート調査結果について

資料１


　(2)地域福祉計画策定専門作業部会における検討事項について　　　資料2


　(3)福祉基本条例の改正について

資料3-1・3-2


　(4)狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定について



２　報告事項



　(1)障がい作業委員会の進捗状況について


　(2)狛江市保育計画事業実施状況について


　(3)おトイレ安心ネットワーク事業について



　(4)「屋外型健康増進器具（うんどう器具）」の設置について



　(5)高齢者熱中症対策事業の実施について



３　その他

７　会議の結果
委員長：　皆さん、こんばんは。これより第３回の市民福祉推進委員会を開催させていただきます。まずは事務局より資料の確認をお願いたします。

（資料確認終了）

委員長：　本日は、小野敏明委員と秋山委員より欠席のご連絡をいただいております。会議次第には審議事項ということで４点、報告事項が５点ありますが、特に、次回で地域福祉計画の骨子を検討いたしますので、７月に実施したアンケート調査の結果等について中心に議論できればと思います。また、福祉基本条例については、当初、12月議会への上程を予定していましたが、これを３月議会に延ばそうということでありますので、この辺についての議論とともに、障がい作業委員会による進捗状況を報告していただき、これらを踏まえて議論していきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いします。それでは早速でありますけれども、審議事項(１)の地域福祉計画アンケート調査結果について事務局のより説明をお願いいたします。

事務局：　資料１をご覧ください。本アンケート調査は地域福祉計画の策定に向けて実施したものですが、調査対象は市内にお住まいの20歳以上の1,000人。調査方法は郵送による調査票の配布、回収です。調査時期は23年４月。調査票を配布してから２週間ほどで投函期日を設定しました。集計については、投函期日を過ぎてから２週間ぐらいまでに到着した分を含めて行っています。有効回収率は45.4％となっています。
20歳以上の1,000人に調査票を配布して有効回収票数が454ということですが、その年齢構成は最も多いのが70歳以上。70歳以上だけで24.7％。そして、次が60歳代、40歳代、30歳代、50歳代、20歳代ということで、当初想定されていたように、やはり20歳代というのは非常に少なかった結果となっています。家族構成は当然75歳以上の方がいるという家族構成が一番多くなります。“どれにも該当しない”が多くなっていますが、これはご夫婦のみでの40歳代、50歳代など、いろいろなケースがここに該当すると思います。年齢別家族構成をみると、30歳代や40歳代の方では乳児、それから未就学児、小学生、中学生が多くなっています。
日々の生活でどのような悩みや不安を感じることがあるかについて、全体の回答では健康のこと、それから老後のこと、災害時のことが上位３位になりますが、その下の年齢別の悩みや不安を感じることをみると、その内容は年代によってかなり差があります。回答者数は少ないのですが20歳代で最も多いのは就労のこと、30歳代や40歳代では育児や子育てに関することというのが上位に占めています。50歳代になると老後のことが高くなってきます。健康のことや災害時のことはどの年代でも高いのですが、それ以外の部分については、年代によって変わるということがみられます。
あなたが住んでいる地域の問題、課題について、ここでも地域の防犯、それから防災などの安全面、そして、高齢者が安心して暮らせる環境というのが上位に出てきます。地域によっても差が出ており、特に交通の不便さに関しては、かなりの地域差があると言えるかもしれません。

地域における問題や課題解決に向けた住民同士の自主的なささえあい、たすけあいの関係が必要だと思うかについて、65.9％の人がささえあいやたすけあいは必要だという回答をしております。それを年齢別にみると、一番高いのは20歳代の75.8％ということになります。年齢が上がるにつれ、必要だと思うという意向は高くなる結果となっております。地域活動にどのようなものを期待するのかについては、緊急事態が起きたときの対応というのが73.3％として第１位となっております。居住地域別でみても、どの地域でもこの緊急事態が起きたときの対応というのは非常に高いニーズがみられます。
狛江市の福祉を充実するために必要だと思うことについては、第１位は適切にサービスを選んで利用できるよう情報提供の充実を望む人が７割となっています。第２位が適切な相談対応やサービスを選ぶ支援ができる体制をつくるが51.8％。情報と相談というこの２つが二大ニーズということになります。次に地域福祉を充実していくために、市民と行政との関係はどうあるべきかということについて、最も多いのは、福祉の充実のために市民も行政も協力し合い、共に取り組むべきという回答が４割を超えています。こういった市民の考え方を前提として、これからどういう地域福祉を推進していくのかということを考えていく必要があると思います。地域福祉を推進していくために優先して取り組むべきことについては、最も多いのは、先ほどもありましたが相談窓口の充実が54.2％で、２位以下をちょっと引き離して多くみられます。第２位は高齢者、障がい者、児童福祉施設の整備の充実。それから第３位に市民活動にかかわることとして、市民が気軽に参画し利用できる地域ごとの福祉活動の拠点づくりというのが43.4％みられます。
市では、災害発生時の避難の際に支援を必要とする人を対象とした名簿を作成していますが、この名簿を活用した安否確認、それから支援を行うための体制はどのような方法がよいかについてでは、最も多いのは行政が台帳を整理し、行政が責任を持って行うが35.2％。第２位は行政、民生委員、それから地域組織、社協の連携を含め、新たなネットワークを構築し支援を行うとなっています。どちらにしても行政が関わりをもってというお考えの方が非常に多いという結果となっています。行政そのものだけを主体とした取り組みなのか、それとも行政も入った形の協働なのか、どちらにしても、行政が責任をきちんと負うということが求められていると思います。
最後に“あいとぴあ”という言葉の認識状況ですが、全体の５割強の人が“あいとぴあ”という言葉を知っているという結果となりました。家族構成別でみるとその状況にかなり差があり、乳幼児や未就学児がいる家庭では８割を超えています。以上、簡単ではございます説明を終わります。
委員長：　ありがとうございました。アンケート調査結果について、ご質問やご感想、ご意見はいかがでしょうか。
委員：　事務局にお聞きしたいのですが、行政をはじめ、市のいろいろなことを知る一番の情報源としては、１日と15日に発行される広報だと思います。この広報はどういう形で市民に配られていますか。

事務局：　基本的には新聞への折り込みで配らせていただいています。新聞を取っていない方のためには、駅や地域センター、公共施設に置いていているという状況です。
委員：　新聞の場合、たぶん家族で取っていると思うのですが、例えば市民が75,000人いて配布率というのがどの程度なのかつかんでいらっしゃいますか。確かに広報は、駅などにも置いてあることは分かっているのですが、例えばひとり暮らし、障がい者の方、そこまで取りに行けない人がいると思うのです。その辺の状況は把握していますか。
事務局：　今、ここではデータがありませんので、その数は担当課の方で把握していると思いますので後ほど、ご報告させていただきます。
委員：　居住地域で集計をしているところが面白いなと思ったのですが、地域福祉の施策を市全体で行う部分と、場合によっては学区ごとや小地域のブロックごとで集計してみて、それを小地域の地域福祉計画の策定で活かせるような形で集計をするとよいのではというふうに思いました。

委員長：　ぜひ地域別のさまざまなデータを整理してもらって、それとアンケート調査の結果とを比較しながら、交通の問題なども出ているようですので、委員が言われたそういうのをぜひ整理していただくといいかなと思います。他はいかがでしょうか。市民の立場での地域福祉と言いましょうか、市民は福祉に対してこんな感覚を持っているのかなということなどでも、ぜひ感想でも結構です。

委員：　市民と行政との関係についてですが、市民も行政も協力し合うなど、つまり手の届かない部分は市民が協力すべきも含めると、８割に近い人が地域福祉とは市民も協力すべきだと思うようになっているということが、８割まで達しているとはとても思えなかったので、すごくいいというか、心強い結果だなと思います。ただ、地域福祉の充実のために市民として何を協力すれば良いのかが分からないという辺りが、これからの情報発信等も含めて、きっと課題になってくるのかなという感想を持ちました。

委員長：　非常に重要な論点ではないかと思います。一方で災害時における支援の台帳に関しては、やはりプライバシーの問題があるので、行政のほうがしっかり管理をしてという、その辺りと市民が何をするかのところをどうセッティングをするか、それが１つ大きなポイントになってくるのではないかと思います。意外と若い人も関心があるかなという感じもしましたけれども、いかがでしょうか。

委員：　この調査結果を地域福祉計画にどのように結び付けていくのか、ちょっとよく分からないのでお聞きできればと思うのですが。

事務局：　このアンケート調査結果を踏まえつつ、福祉基本条例改正案の審議もしていただければと思います。これは市民の声なので、この結果を踏まえた形で、委員の皆さまから意見を頂くということでよろしいかと考えております。

委員長：　次の作業として、アンケート調査結果から現状と課題を導き出してほしいと思います。例えば、先ほどあった情報発信の問題、相談のあり方や地域別の課題であるとか、そんなことでいくつか整理をしていただければと思います。

委員：　優先して取り組むべきことというので、相談窓口の充実というパーセンテージがすごく高くなっています。先ほどの行政と市民が協力するという意識が高まっているということはよい面でもあるのですが、現実に困ったときに誰に相談していますかという最初の質問のところが、ほとんど家族や知人という調査結果がすごく多かったような気がします。現実にはなかなか応えられていないという実態が明らかになっているような感じがして、障がい作業委員会でも相談体制のことが非常に大きなポイントになっていたのですが、やはり、この辺は非常に大きな課題だなという印象を受けました。

委員長：　やはり、これには日本的といいましょうか、自分のプライベートな生活に関しての相談は、行政や専門機関に行くのは、まだかなり抵抗があり、家族・知人に相談するという日本的な意識が現れているのかなと思います。この点については、役所で待っているだけの相談体制でよいのかどうか、地域包括支援センターをはじめ、障がいや子どもの関係もそうだと思いますが、相談のあり方どう考えていくかというのは１つ課題であると思います。あと、たぶん大都市での特徴ではないかと私は感じましたが、市民が気軽に参画し、利用できる地域ごとの福祉活動の拠点づくりが第３位で、43％とかなり高い結果となっています。これは前回もそうだったような気がしますが、地方に比べてなかなか交流をする拠点の確保が非常に難しいということの現われだと思います。このあたりを何とかしていきたいと思います。狛江市でも自治会などがないところもありますので、お金がないということであきらめるのではなくて、工夫してなんとか出来ることもあるのではないかということを思いました。
委員：　有効回収率が45.4％とのことですが、これは高い方なのでしょうか。それとも低いのでしょうか。
委員長：　郵送方法で督促を行っていることを考えると、決して低くはないと思います。行政が行っているということはあると思いますが、私たち研究者が大学で実施したらこれほど高くはなりません。狛江市における他の調査結果と比べた場合はどうでしょうか。
事務局：最近実施したものでは、総合基本計画を策定する際にアンケート調査を実施していますが、その回答率は37％になっていますので、今回の結果は低いものではないと思います。内容的にもの分量が多く、自由記述もありますので、それを考えてもこの数値はかなり高かったのではないかと思っています。

委員長：　皆さまもある程度感じているかと思いますが、やはり３月11日の東日本大震災があって、危機感や地域のつながりであるとか福祉に関して、市民の意識の反映もあるのかもしれなません。市民の方も非常に時間をかけて丁寧に答えてくださっていますので、自由回答などを読んでいただいて、また次回に向けて、重要な市民の方の意識、行動、何が狛江市の地域福祉に向けて大事だということを、ぜひご自分なりにも、気が付いたことの整理をしていただければと思います。また、事務局でもそのあたりの整理をしていただいて、この調査結果も参考に、次の計画への論点、課題をまとめていただければと思います。
事務局：　先ほど委員から質問のあった広報の関する配布状況について、数字が分かりましたのでご報告をさせていただきます。広報は新聞折り込み、それから都営住宅の方にはシルバー人材センターに戸別配布をしていただいており、その部分が約29,000部。それから市内のコンビニエンスストア８カ所、駅３カ所にそれぞれ200部ずつ置いておりまして合計で2,200部、合計しますと31,000部を配布、もしくは置いているという形になっております。狛江市の現在の世帯数は約38,000となりますので、そういう意味では、カバー率は約８割となります。その他、ホームページでも広報はそのまま見られる形になりますので、紙媒体以外でご覧になられている方もいるのではないかなというふうに思います。

委員：　私が危惧するのは、確かにそういうところに広報は置いてあると思うのですが、ひとり暮らしや障がい者で新聞を取っていない人も結構いると思うのです。だから、一番情報が必要な人に情報が届いているのかなと思っています。だから新聞を取っている人が何世帯いるかというのが分かれば、ある程度その数はもう問題ないと思います。ただコンビニなどというのは、広報をただ置いたというだけで、それが全部伝わっているということではないと思います。
委員長：　それと広報はかなり一般的なので、福祉に関して必要な情報が必要な方に行っているかどうかのチェックは、先進自治体なども含めて、ちょっと調べてもらいたいと思います。確かに新聞を取っていないひとり暮らしの高齢者の方もいるでしょうし、障がい者の方は情報弱者の部分がありますから、どういう情報をどういう手段で、確実に必要な情報が行くかということは、これは確かに非常に大事ですぐに解決は難しいかもしれませんが、計画の中でさらに充実させていくということを示す必要があると思います。紙媒体だけで本当に伝わるかといったら、私はちょっと疑問も感じています。ひとり暮らしの高齢者が紙媒体を見るかという話は少し疑問です。町田市では、ひとり暮らしの高齢者は70歳から民政委員が一軒一軒手渡しで、今回は福祉の手引き、高齢者の手引きを渡すということをしています。安否確認をしながらなど、やり方もいろいろあります。

委員：　このアンケート調査に回答してくれた人はだいたい問題がないと思うのです。この調査結果に隠れている、情報が伝わっていない人にどう対応していくのか、パーセンテージだけで「ああ、これは安心だ」と思わないで欲しいと思っています。

委員長：　とでも大事なことですね。ご意見をありがとうございました。まだまだ、あるかと思いますが、専門作業部会でもその辺りも含めて検討していただく必要もあるかなと思いますので、次の審議事項、(２)専門作業部会における検討事項について、進めさせていただいてよろしいでしょうか。

（委員了承）

委員長：　それでは事務局より説明をお願いいたします。
事務局：　まだ専門作業部会での検討はこれから始めるところですが、本日は検討内容のご提案をさせていただく形となります。資料２をご覧ください。第１回目の本委員会で、地域福祉計画策定にあたっては実務者を中心とした専門作業部会を設け、地域福祉計画の大きなテーマとなるようなものを実務的に検討・整理して、本委員会に報告させていただくということをご提案させていただき、ご了承をいただいているところです。そこで専門作業部会で具体的に検討する項目について、次期地域福祉計画の中で大きく取り扱うテーマとなる災害時の支援の方法についてという部分と、地域でのささえあい活動の推進についてという、この２つの大きなテーマについて中心的に検討をさせていただければと思っております。災害時の支援につきましては、現在、災害要支援者の名簿を作成し、順次準備を進めているところですが、その活用方法や管理方法、今後、その名簿を使っての支援プラン、どういう形で支援を行っていくか、福祉避難所に関する検討、福祉避難所と地域の連携、それから先ほど情報発信というお話もございましたが、緊急時の災害情報などの情報提供の方法、このようなものについて検討していったらどうかと考えております。地域でのささえあい活動の推進については、次期地域福祉計画ではこの部分が大きな柱になると思います。現在、各所管課が地域の皆さまのご協力を得ながらさまざまな形で活動を行っておりますので、まずは既にささえあい活動が実践されている地域でありますとか活動がございますので、その辺の推進状況や連携状況などを踏まえて、ささえあい活動をもう少し推進するためにはどんな方法があるのか、また新たな活動の形が模索できるのか、そういうことを考えていければと思っています。

委員長：　この専門作業部会での検討事項（案）について、いかがでしょうか。
委員：　この２つの大きな項目で検討していった場合に、個別計画とは別に共通事項という形で地域福祉計画をつくるというイメージがちょっと私自身、まだ膨らんでいません。検討項目のことですが、非常に実務的な内容になっていて、災害時要援護者の支援についてでは、昨年、市が障がい者と高齢者の方に対する調査を行って、災害時、支援を求めるかどうかの意思を確認しました。その結果、高齢者で約2,000人、障がい者で約700人戻が希望したと聞いています。名簿の更新管理の活用方法を検討して、個々の二千何百の支援プランの作成と支援体制、ここまで細かいところを今年度中にできるのかという疑問があります。福祉避難所についてですが、市の防災計画では、あいとぴあセンターが福祉避難所に設定されています。あいとぴあセンターは休日診療などが行われているので、医療・保健の拠点にもなるだろうと思います。社会福祉協議会は市と協定を結んでおり、災害時のボランティアセンターの設置等で防災計画上、その災害ボランティアセンターの拠点としてもここが位置付けられています。そういう大きな課題の中で、福祉避難所に関する検討といっても、ちょっと大きな課題があり過ぎるかなといったところが１つ心配としてはあります。

地域でのささえあい活動の推進ですが、これは共助の面で考えれば、地域福祉の大きな要素にはなるのですが、ここでは載っていないのですが、その推進体制を市全体としてどう考えているかといったところも大きな検討課題になるのかなと思っています。それからボランティアセンターを中心として、ボランティア活動との連携ということなのですが、現在のボランティアセンターはボランティア及びNPO活動を推進していますので、福祉教育も大事な要素に入っているのでボランティア・NPO・福祉教育との連携と広く捉えた方がよいかなと思います。

それから、個別の計画に非常に共通するもう一つの大きな課題として、権利擁護の視点があるのかなというふうに思います。
委員：　専門作業部会のメンバーからいっても、基本的な論点の整理ぐらいなのかなと思います。市民の人たちが委員に入っていないというのは、これだと行政だけでつくる従来型の計画になってしまうので、来年度以降の検討体制を議論するというのが１つ大きいのかなと思います。福祉避難所については、現実的に障がいのある人たちの問題というのはもう行政で対応し切れなくて、NPOであったり、日本障害者フォーラムが各県ごとに対策支援本部を設けて行政とタイアップをしたりして対応しています。やはり、今回の震災後の計画であれば、そういった教訓やノウハウを受け継がれなければいけないと思います。
事務局：　委員がおっしゃられたように、この専門作業部会では細かいところまでやるというのは考えておらず、これらの課題を考える中でどんな留意点があるのか、論点がどんなものなのか、その方向性を議論することを想定しています。本来、決めるのは市民福祉推進委員会など市民の方にも参加をいただいた中で定めていく形になろうかと思いますので、そういった論点整理、課題整理を専門作業部会でできればと考えております。
委員：　計画をつくる上での行政の横の連携というか、地域福祉という視点で福祉以外のところとどう連携するのか、それが一番の課題だと思います。福祉部門は日常的にできていると思いますが、こういう機会に安心安全課や地域活性課のほか、住宅関係や産業振興を行う部門とも連携してやっていただければと思います。
委員：　ボランティアについてですが、現在、誰がボランティア活動をやっていて、大体どのくらいのことができているのかというのは、もうセンターなどで把握していらっしゃると思うのですが、大体退職した人というか、少し時間にゆとりのある人しかなかなかできない状態があると思います。でも勤め人であっても、土日だったらこれがやれるとか、勤め人はもう昼間は狛江市にはいないわけですが、地域にいるときはいつで、どういうことが可能かなど、ボランティアをやれる人を増やすには、どこにそういう資源が眠っているか、そういう潜在的な部分をどう掘り起こしていくかということをやらないとボランティアは増えないと思います。ボランティアに活躍してもらうには、絶対ボランティアをコーディネートする部門がないとうまくいかないと思います。見合ったものをちゃんと提供できるかという、そういう意味では、ボランティアを掘り起こすというか、土日のこういう作業ならできるとか、そういう人材バンク的なところをつくれるような部門というか、そういうものが社会福祉協議会や市役所などでできるとよいのではないかと思います。

委員長：　ありがとうございます。いかがでしょうか。地域のささえあい活動は厚労省も含めて、安心生活創造事業で事例もあちこちで出ていますから、そういうものを参考にしたらいいと思います。例えば豊中市の社会福祉協議会では、行政も含めて市内の事業者と協定を結んでいます。新聞配達、宅配便、電気、ガス等々がありますよね。配達をしているコンビニを含めて、民間の力を活かしてネットワークをつくれば、孤立している方の安否確認ができます。狛江市でもそんなに難しい話ではありません。もう既に先進事例はありますから、台帳がある程度押さえられているのだから、そのあたりはポイントを絞ってぜひやっていただければと思います。次回、どういう議論をされたかということをぜひご報告をいただければと思います。よろしくお願いいたします。それでは審議事項の(３)、福祉基本条例の改正について、これは大事な議論になるかと思いますが、事務局より説明をお願いいたします。

事務局：　福祉基本条例の改正については、これまで２回議論をしていただいておりますが、資料3-1でスケジュールの変更をご提案させていただきたいと思います。これまで福祉基本条例は12月議会の上程を目指してのスケジュールということで議論をお願いさせていただいておりましたが、各委員さんからももう少し丁寧な議論をしたいというご意見や各計画の方向も取り込んでいきたいというご意見もございましたので、議会への上程の時期を３月の議会にするということで、スケジュールを変更させていただければと思います。これまでの予定ですと、今回の第３回目のところで一応一通り議論を終えるという予定でしたが、それを年内までに案の策定をしたいという形に変えさせていただいております。今回と次回で議論をしていただいた上である程度の案をつくり、パブリックコメントを経て、正式なものとしていければと思っております。

次に資料3-2では、前回までは改正に向けた基本的な考え方と方向性を整理させていただきました。今回は方向性を踏まえた改正案としてまとめさせていただきました。現行の条例では、高齢者、障がい者、児童に基本的に対象者を絞っていましたが、ユニバーサル社会づくりの視点の導入という視点で、それらの方も含めたすべての人を対象にするという意味で前文の部分の改正をしてはどうかと思います。
一点目として「わたしたち狛江市民は、すべての市民が」というところを、すべての人の人間性が尊重され、生きがいを持って豊かに生きる福祉社会の実現と言うのは、狛江市に限ったことではありませんので「すべての人が」という表現に変えてはどうかと考えております。それから「社会福祉の実現は私たちひとり一人自身の問題として受け止めるべき共通の課題であり、また願いでもある。こうした社会の実現を進めるためには、市民ひとり一人が思いやりとささえあいの心を持って」というところを、今回、市民の方にそれぞれきちんとした役割を担っていただきたいという議論もございましたので加えています。その後、「高齢者、障がい者、妊産婦、あるいは乳幼児を連れた人など」という対象者を定義するところですが、これはどこまで書き込むかというところについては、前回、委員の方からもっと書き込んだ方がよいのではないかというご意見もいただいているところでございますが、まず日常生活において行動上の制限を受けやすいこうした人を含めて、すべての人々が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加ができるまちづくりを進めていくというのを１つの方向性として出しております。この条令の定義というところでは、先ほどご紹介させていただいた部分と重なる部分もありますが、この条例が対象とする人について、「高齢者、障がい者、その他、心身機能の低下した者、妊婦、乳幼児を同伴する者、その他、日常生活または社会生活に行動上の制限を受ける者を言う」という定義にさせていただいております。福祉のまちづくりについては、「高齢者等を含めたすべての人が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加できるような環境整備、地域でのささえあいを推進することを言う」と定義しています。これは福祉のまちづくりというのはかなり広い範囲になりますので、どこまでをターゲットにするかというのがありますが、基本的にはこの条例に従い具体的な施策を行って行く必要がありますのである程度対象を絞り、達成状況に応じて徐々に広くしていくものではないかと考えております。

それから、条例改正の方向性でユニバーサル社会づくりに向けたまちづくりの推進というところで、「市民および事業者の福祉のまちづくりに関する理解を深め、実質的な活動を促進するために、意識啓発、情報提供、情報共有、支援」の事項を追加するというところで頭出しをさせていただいている部分が、その次の情報の提供、共有という部分でございます。情報共有、情報提供を市と市民と事業者がどのようにしたら良いかという部分を書いております。支援というところでは、「市長は、市民または事業者の福祉のまちづくりに関する自発的な活動を推進するために、必要な措置を講じるものとする」というところでは、福祉環境のための援助、貸し付け、これはこれまでもやっていたところなのですが、「建物に限って」という部分、それが建物の項にありましたので、市としての支援を明確にするという意味で先頭のほうに持ってきています。市の責務というところでは、新たに市の施設の先導的な整備、それから移動手段の確保、防災上の配慮のところを加えております。「市は、自ら設置したものについては、すべての人が安全かつ快適に利用できるように、整備に努めるものとする」、それから移動の確保についても、公共交通機関に対して運行上の配慮を要請するという部分。さらに、防災上の配慮というところでは、高齢者等に配慮した情報提供等のための必要な施策の推進に努めるという部分を加えております。また、市民の方も積極的にまちづくりに参加していく、市民の方も役割を担っていただきたいという部分がありますので、市民の権利と責務というところで、「すべての市民は福祉のまちづくりについて理解を深め、自ら、または相互に協力して、積極的に福祉のまちづくりを推進するよう努めなければならない」という文章を加えております。

それから、第４章の事業者に対してでは、就業の確保というところで、「年齢、性別、身体能力、国籍に関係なく市民が働くことができる職場環境の確保、その雇用の推進に努めなければならない」と、事業者の責務というところで１つ加えております。それから、事業者についても、「市民や市と連携をして、福祉のまちづくりに関して協力するよう努めなければならない」というところを加えさせていただいております。

この後は最後のページになりますが、福祉のまちづくりをさらに進める仕組みづくりで、本市民推進委員会の所掌事項が書かれているところですが、福祉のまちづくりに関する基本的な事項に関することを入れさせていただきまして、この推進委員会自体を計画や福祉のまちづくりの進捗管理等を行っていく組織にしてはどうかと、提案をさせていただいております。

第26条の第２項の第５号では、第27条に書かせていただいていますが、評価に関することについても、この本市民推進委員会で担っていくというのを新たに加えてはどうかと思っております。評価に関しては第27条に書かれていますが、「福祉のまちづくりに関する施策を適切に実行するために、定期的に評価をするように努めなければならない。この評価については、推進委員会において行うものとする」と書かせていただいています。

それから、市民意見等の反映というのは、これまで計画の策定につきましては、必ず市民委員の方の参加を求めているとともに、パブリックコメント等を実施していますが、条令についても明記をしていくことで、市民意見の意見もきちんと反映していくことを改めて意思表示すると意味で新たに条項を設けております。それから、公表についてですが、これもすでに行っている部分ではありますが、市民意見の反映とともに大事なところでございますので、計画に関してもきちんと公表することを加えております。

委員長：　いかがでしょうか。この委員会の役割も含めてですが、今まで第３章で構成されていた部分を第６章に、かなり内容を拡充するということです。

委員：　前回も述べたところですが、やはり、対象者が日常生活、社会生活において行動上の制限を受ける人々がメインとすることが、どうしても気になります。若者を含め、いろいろな社会的ケアを必要とする人々すべてを対象とするという発想がもう必要になってきているのではないかと思います。みんなで一緒に考えながら、福祉のまちづくりをしましょうというのが本来の趣旨だと思うので、そういった点で言うと、やはり、近年の引きこもりの若者の問題、外国人、シングルマザーの問題、いっぱい社会的支援を必要とする人たちの問題というのはあると思うのです。

それと用語としてぜひ変えていただきたいのは、第15条のところで事業者は年齢、性別、身体能力のところで、他では「心身の機能」という言い方をして、ここだけなぜ「身体の能力」なのでしょうか。「心身の機能」に変えていただければと思います。

委員：　前文の内容は、以前のものに比べて非常に手応えがあるし、個人としての責務というか、意思をきちんと表現できていてよいなと思っております。ただ、ちょっと文章でもう少し整理してもらいたいところとして、「共に生きる豊かな福祉社会の実現を目指す。その実現は」というところ、ここでいったん切った方がように思います。その他の内容については、私はこれで納得しています。

委員：　ちょっと直感的な話で申し訳ないのですが、「すべての人」というのは、他に出てくる「すべての市民」という部分と非常に違和感があります。第６条、第７条については、市の責務として、市行政がすべての人に対してのサービス提供に努めるという宣言をすることがどうなのか、法論理的にあるかと思います。それと、やはり、市民という言葉は地域との密接な関係にあるというので、ちょっと何か、すべての人というのは非常に良い言葉のような気もしますが、一方で何か浮いた言葉のような印象を受けるのではないかと思います。
委員長：　語句の表現について、法制執務を担当する部署はどこになるのでしょうか。
事務局：　政策室という部署が法制執務を行っていりますので、最終的にはそこで法律的な校正も含めて確認が入ることになります。
委員長：　今の前文のところでの「すべての人」と、実際の各条文での「市民」や「すべての人が」というのはありますからね。これはちょっと確かに整理する必要があると思います。ただ、これは市の条例ということもあるので、表現は幾つかのパターンで考える必要もあるのかもしれません。
あと、委員からの意見であった対象者をどう表現するか、もう一工夫あっても良いかなと思います。ちょっと気になったのが「高齢者、障がい者、妊産婦あるいは乳幼児を連れた人」という表現がありますが、「連れた人」という言い方はちょっと変ですよね。虐待のことを考えると、乳幼児そのものの権利が大事ですから、「連れた」という表現は変だと思います。また第２条でも、定義のところで「乳幼児を同伴する者」と書いてあります。まだその辺が十分な整理ができていないということですね。

委員：　「乳幼児」で終わること自体が変だと思います。子育て支援は対象ではないのでしょうか。基本的に社会的ケアを必要とする人たちが対象であるはずなのに、なぜこの３つだけを挙がるのか、ちょっと理解できません。

委員：　社会参加を制限されるなど、そういう表現をした方がよいのではないかと思うのですが。

委員長：　先ほどのアンケート調査結果にもありましたが、若者における就労への不安は非常に大きいわけで、厳しいかもしれないけれども、やはり、市としても努力しなければいけないですよね。例えば、「わたしたちひとり一人が自分自身の問題として受け止めるべき共通の課題であり、また願いでもある」というのはなかなか崇高な文言ですが次の行はもう一頑張りですよね。対象も含めて、「すべての人々が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加できるようまちづくりを進めていくことが必要である」、このあたりも工夫が必要だと思います。
委員：　条例というものに当事者という言葉が馴染むのかどうかは分かりませんが、市と市民、事業者とだけ書いてあるので、その本人の意思というか、どこかに本人の姿もあったらよいなと思います。市と当事者を含む市民および事業者など、そんなように当事者という言葉を使ってはどうでしょうか。

委員長：　たぶん市民という言い方で含めているのでしょうね。当事者という言葉を使ったらどうかという提案ですが、当事者という言葉はなかなかニュアンスが伝わりにくいかもしれません。当事者についての説明が必要だろうなと思います。

委員：　私も当事者という言葉を使ったらよいのではと思ったのですが、例えば第２条の定義のところで、「高齢者等」ではなくて、「当事者」とはとして説明してはどうかと思います。
委員長：　前文のところの対象について、もう少し検討が必要かと思います。事務局の方ではいかがでしょうか。
事務局：　本日頂きました意見をもとに、文案を再度考えさせていただきたいと思います。それから当事者についてですが、障害者計画の方でも基本理念に当事者という言葉を入れようという提案がありますので、入る方向で少し検討してみたいと思います。ただ、やはり一般の市民の方にはまだ馴染みが薄い言葉なので、内部で検討をさせていただきたいと思います。
委員長：　第２条の２でハード面だけでなく、地域でのささえあいというソフト面を入れ込んでいるので、それを非常に意識してもらって、文言のスムーズな流れのチェックをお願いしたいと思います。それと第４章の事業者の責務で、ここだけに「福祉社会への貢献」という表現があるのですが、ちょっとこれは広がりすぎているのではないかと思います。あまり抽象的だと、逆に説得力が弱くなってしまいます。

委員：　例えば第15条の就労機会の確保のように、移動だとか、そういったものを越えた問題、例えばその中で国籍まで入れていただいたのはすごくよいと思うのですが、これがバリアフリーだけの問題ではないところまでを射程に入れているのであれば、前文の範囲が狭いと整合性に問題があると思います。
委員：　全体的にもうちょっと整理して、従来のバリアフリーに関する部分と、就労機会や心理的なケアなど、柱が幾つか必要なのかもしれません。

委員：　これは提案ですが、先ほどのアンケート調査結果でもあったように、あいとぴあというキャッチフレーズが一定の認知を得たということであれば、福祉基本条例の今までの経過の１つの到達点として、前文に盛り込んでもよいではないかと思います。
委員長：　非常に重要ではないでしょうか。私としては条例名に入れたいぐらいです。
いろいろなご意見ありがとうございました。新しい時代の在り方を含めて、また再度検討していただいて、改正案はあと２回ぐらい議論ができるのでしょうか。今日はさまざまな論点が出てきたと思います。よろしいでしょうか。
（委員了承）

委員長：　それでは、先に進めさせていただきたいと思います。審議事項（４）狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定について、事務局より説明をお願いいたします。
事務局：　前回の本委員会におきまして、計画策定に関しての議論がされていない、その中で介護保険推進市民協議会が作業を進めているという指摘を受けました。それにつきまして、ご報告と審議をいただきたく、時間を取らせていただきたいと思います。
ご指摘を受けましたとおり、介護保険推進市民協議会では、介護保険事業計画を策定するという位置付けはありましたが、高齢者保健福祉計画の策定については位置付けがなく、本委員会でご審議するべき事項でした。それを事務局の不手際により、審議をせずに介護保険事業計画の中に含めて、協議会において策定を進めてしまったという事実がございます。それについてお詫びを申し上げたいと思います。申し訳ございませんでした。また、本日さまざまな資料を提示させていただいたということで、委員の皆さま方にはご負担をお掛けするということを併せてお詫び申し上げます。スケジュール案という形で提示をさせていただいておりますが、これにつきましては５月の介護保険推進市民協議会において、既にスケジュールに関して検討をし、結果を出したところでしたが、その中で十分な議論をするためには開催回数が少ないのではないかという指摘を受け、委員の方から増やすことができないかという要望を受けておりました。一度決定したことではありますが、委員長との調整をした結果、介護保険推進市民協議会の開催回数を増やすということで、本日提示をさせていただきました。本来であれば介護保険推進市民協議会の中で決定をした後にお示しをするというのが順序ではないかということもあるのですが、協議会の方で現行計画の策定と同様に、高齢者保健福祉計画を介護保険事業計画と一体化して策定しなければならないということがございます。ぜひそこをお認めいただきたいということで、協議会でまだ決定していない段階でこちらの委員会に示させていただいているというのが現状でございます。

既に実施してしまったことについて、本日お示しましたスケジュール案にある、①アンケート調査、②アンケート調査結果の集計・分析は既に行われております。それにつきましては、当日の資料という形で提出させていただいております。このアンケート調査の実施方法や対象者につきましては、５月に行われた介護保険推進市民協議会で議論をしております。当初、事務局案としまして市内を３つに分けた日常生活圏域があるのですが、そこにおいての軽度者の方に対して調査を実施したいという案を提示しましたが、必要性は感じられるが今までやってきたことをここで一度やめてしまうというのは、継続性が無くなるのではないかというご意見をいただきました。そこで調査対象者を要介護３以上の方にまで広げるということで、委員の方にご理解、ご承認をいただき、アンケート調査を実施したという経緯がございます。本日はアンケート調査報告書(案)を出させていただいておりますが、この内容につきましては、やはり、高齢者、介護を必要としている方が増えているということ、その中でも、実際に介護が必要になっている方が重度化しているということ、重度化することによって、在宅での介護が困難になってきているということが、結果から、または多くの方の自由意見の中から読み取ることができるという現状がございます。

このようなことから、既に実施してしまったことにつきまして、ぜひご理解をいただきたいというお願いでございます。その上で、今後の計画策定につきまして、介護保険市民推進協議会の方で、現行計画と同様に、高齢者保健福祉計画の策定についても協議会で策定していくことをご承認いただければということで、ご審議をお願いしたいということでございます。

委員長：　いかがでしょうか。介護保険推進協議会の役割として、条例で規定されている介護保険事業計画の策定ということは入っていますが、高齢者保健福祉計画については入っていません。前回、そのことのご指摘があり、それに関してこちらの委員会でお認めをいただきたいということです。
私も大分意見を言わせていただきました。介護保険制度もかなり限界に来ています。要は、その限界に来ている介護保険の事業計画を考える中で、国がやることをそのままやっていいのか、狛江市が一生懸命自分たちの頭で考えなくてよいのか。今までの調査というのは全く無駄だったのか、そんなはずはないだろうということを議論させていただきました。

私が介護保険推進協議会を委員長させていただいておりますので、その中でもかなりシビアな議論をしているということもご報告をさせていただきますが、アンケート調査報告書の50ページにあるように、介護保険料とサービス量の関係で、やはり市民の方の意思の一端が出ていると思いますが、「保険料が高くなっても、介護サービスの内容が充実し、量も回数も十分にあったほうがよい」という方が全体で19.7％、「介護サービスの量や内容、保険料は現状の程度が良い」が26.3％、「介護サービスは少なくなってもいいから、保険料は安いほうが良い」が10.7％、「わからない」という方が29.5％となっています。なかなか微妙な数字で、狛江市は全国的に見ても保険料が安いほうですが、全国的には5,000円を超すという厳しい現状の中でのぎりぎりの運営をしています。第５期の事業計画もかなりシビアな議論をしなければいけません。そのための調査であるべきなのです。わたしはちょっと国の対応に非常に不信感を持っております。いかがでしょうか。
委員：　このアンケート調査は、サービス量を決めるに当たってという意味合いが強い調査なのだろうと思うのですが、今までにこういう調査を見てきて、あまり役に立ったのを見たためしがありません。正直、お金を使うだけの価値が本当にあるのかなといつも思います。例えば、今回の調査の中でこの結果を踏まえて、こうしていかなければならないことが予測されるというような、何か一番特徴的なところが出ていれば教えてください。

事務局：　調査結果の自由意見の中で、特別養護老人ホームの整備に関して、またはそれに類する施設について、すぐに必要な人が入れる施設が欲しいということ、または今はすぐに必要はないけれども、何か今後の不安を解消するための施策をということが、かなり多くの意見として挙がっています。

委員：　基本的にアンケート調査は数字の調査なので、その数字がどうだからという理由がないと、説得力としてはないと思います。１人や２人ではないのだろうとは思いますが、その一部の自由記述の回答で施策が決まるというのは、一般的にはちょっとあり得ないと思います。
委員：　108ページにありますが、結局のところ、「家族の介護とサービスの両方を受けながら自宅で暮らしたい」ということですね。これはいつデータを取っても一番多い回答になると思うので、これは障がい作業部会でも出てくるのですが、24時間対応の介護システムというか、そういう方法は１つの大きな課題だと思います。世田谷区では、もう既にこういうものができているのですが、市としてもこの辺を検討していかないと、数字だけはこうやって毎回出てくるのですが、何の打つ手もないのではちょっともったいないと思います。

委員長：　24時間体制という意向はよく聞きますが、それが本当かどうかということはあると思います。24時間のケアがあれば在宅でずっと暮らせるのかというと、現実にはそれだけではありません。それはかなり議論をしています。むしろ、在宅サービスをどのぐらい充実すべきか、住宅の問題等もあるし、例えば介護者がもう高齢化しています。これはデータが出ていますよね。そういうことがありますから、狛江市の場合は24時間体制となるとできる事業者がいません。世田谷区だからできているということもあります。

委員：　だからといって、入所施設が整備できるかというと、そうではないと思います。

委員長：　もちろんそうではありません。だから、よく単純化するのです。24時間体制を整備すれば施設は要らないとよく言われるのですが、それだけではありません。過去にもありましたが、実際は利用者が少なかったのです。

委員：　ただ、何かしらのそういう拠点、必要なのではないでしょうか。１つでも何か、そういうものをきっかけとして。
委員長：　狛江市でそれを行うには、かなりインセンティブを与えないと、なかなか事業者がいないのが実情です。“24時間”をどう捉えるのかをもっと具体的に言わないと、深夜の12時から朝の６時までということをどうケアするのかを含めて、具体化しないとだめだと思います。それと、やはり事業者が参入するのか。今のところ狛江市には参入する事業者がいないのですよね。

委員：　以前はあったのですが、狛江市ではニーズがなく現在はありません。

委員長：　そうなのです。撤退してしまいました。やはり、ある程度の利用量がないと。だから、例えば高齢者施策だけではなくて障がい者も一緒にやるとか、それは１つの方法だと思います。また、世田谷区の事業者に狛江市もやってもらうという方法はあるのかもしれません。これも議論してきました。この件については、皆さん関心が高いと思いますので、ぜひまた途中経過をご報告、ご議論いただければと思います。高齢者保健福祉計画に関しましては、案は介護保険推進市民協議会で作りますが、こちらでご審議いただくということです。よろしいでしょうか。
（委員了承）

委員長　：それでは、報告事項に進みたいと思います。（１）障がい作業委員会の進捗状況について、ご報告をお願いいたします。
委員：　計画期間を当初考えていたものより変更したいと考えております。それは障害福祉計画と障害者計画、似たような名前の計画があって、コミットする法律が違うのですが、障害者自立支援法に基づく計画が障害福祉計画で、これはもう３年の１期という形で決められていて、これは各自治体で変更することができません。一方、障害者計画のほうは特に期間の定めがなく、地域福祉計画であったり、市の基本構想であったり、いろいろな計画は５年が多いということで、当初５年といったことを考えていたと思います。しかし、両計画をまとめるにあたり、５年計画のものと３年計画のものが併存するというのは非常に分かりにくいということと、やはり今回、いろいろやってみて、一番の問題点は、現行のあいとぴあレインボープラン障がい分野編の検証をしたのですが、結局、作りっ放しになってしまったというのが最大の問題だと思います。確かに５年計画とすることで、一定の中期的な展望を抱けることもあるのですが、逆にそのことによって実施責任があいまいになってしまったりする可能性もあるということで、まず３年でやれることは何なのかということを考え、両計画を３年で統一したいというのが提案です。お認めいただきたいと考えております。
基本理念については、先ほどの当事者という言葉も入っていたのですが、現行のものは、“みんなでつくる、ともにつくる”というニュアンスだったのですが、それを市、当事者、市民でつくるというように、主体をかなり明確化しました。第一に責任は市にあるわけですが、最近では障がいのある当事者そのものがこういった政策決定に参加して、自分たちの意見を言うということがすごく大きな流れとして出てきています。障害者基本法の改正でも、障害者政策委員会というのが国に定められて、市町村では任意設置になるのですが、そういったところでも障がいのある当事者が自分たちの政策に対してきちんと意見を言おうという大きな流れがあります。そこで、そういったことも受けて、市、当事者、市民でつくるという形で主体を明確にしたということ、“障がいがあってもなくても暮らしやすいまち狛江”ということを大きな目標にしてやっていきたいということです。また、計画策定の基本的なことについてですが、市がやること、当事者や市民にできることきちんと分けて計画に記載をしたいと思います。そしてやはり障がいのある人が読んで分かりやすい計画をつくりたいと思います。
長期目標というのはかなり先の目標、目指すべき方向性ですが、その実現のために、とにかく３年で実現できそうなことをきちんと書きたいということ。そのためには、ただ単に障がい作業部会や本委員会だけで検討するのでは、当然具体的なものができないので、途中で市の担当部局と意見交換の場を設けながら、ある程度実現の可能性がありそうなことに少し絞って、まず１歩でも半歩でも前進できることを書こうと考えています。ただそうは言っても、現実的にはすぐに事業化することは困難なものもあるのですが、では３年間ではできないから何もやらないのかというとそうではなくそのような案件については、プロジェクトチームを設置したいと思います。このプロジェクトチームには、市の担当者と当事者と市民からなる人たちで、取りあえず３年間、その問題について一定の方針を出そうと考えています。

障がい作業委員会の運営については、当事者、市民の方に積極的に傍聴を促すと書いてあるのですが、広報が十分に間に合っていなくて、最近ちょっと参加者が減り気味ですが次回は９月17日土曜日の午後１時から５時まで行いますので、ぜひ委員の方も障がい関係のことに興味をお持ちの方や周囲の方に参加を呼び掛けていただければ思います。

最後に、障がい作業委員会だけでの議論にとどまらないようなことが幾つか出てきました。１点目として相談支援体制ですが、やはり相談と支援には要となるものは必要ということで、基本的に断らないというか、きちんと連携をするところまで責任を持てるような相談機関が必要だろうと思います。ただ、これは市全体の相談支援体制との関わりが若干あるのかなと思います。また、先ほど話が出ていた24時間対応可能な相談機能について、これは高齢者分野をはじめ他の分野でも当然出てくる問題だろうと思うのですが、そういう場合にどういう形で検討を進めていくのかということを整理する必要があると思います。２点目は、各市町村に発達支援センターの設置が求められていく方向にあるということですが、障がい児の問題は児童福祉法に戻ったということもありますので、発達障害だけを対象とするのではなく、グレーゾーンにいる子どもたちの支援をすることは望ましいのではないかと思います。よって、児童の関係部会との連携で検討する必要があるだろうと思います。３点目は小規模多機能型居宅介護とサービスが介護保険制度にはありますが、近年、障がい者も対象とすることができるようになっています。24時間の相談だけではなく、例えば急に困ったときに預かってもらえるなど24時間のケアも担えるような施設を整備するのはなかなか難しいので、小規模多機能型居宅介護のようなサービス提供基盤がないと、狛江市で安心して暮らし続けられないだろうと思います。この問題というのはすごく重要なのですが、障がい分野だけでいくら声を上げていても実現しないので、ぜひ高齢分野でのご検討もいただければと思います。４点目の福祉避難所については、地域福祉計画の専門部会の方で検討がされるようなので、これは省略させていただきます。

委員長：　だいぶ論点を整理していただいています。障害者計画を３年計画でというのはいかがでしょうか。

（委員了承）

委員長：　小規模多機能型居宅介護をはじめ、入所施設、住宅との関係なども大変気になる部分ですが、今後、介護保険も含めて検討させていただければと思います。ありがとうございました。では残りの報告事項、（２）狛江市保育計画事業実施状況について、（３）おトイレ安心ネットワーク事業について、（４）「屋外型健康増進器具（うんどう器具）」の設置について、（５）高齢者熱中症対策事業の実施について、事務局より報告をお願いいたします。
事務局：　狛江市保育計画事業実施状況についてご報告いたします。児童福祉法では、４月１日現在における保育所入所の待機児童が50人以上いる自治体については、保育の供給体制を確保するため、保育計画を策定するものとし、また実施状況について報告するものとされております。今回この規定に基づいて、平成20年６月に平成20年度から22年度までの３カ年の計画を策定しております。また、公表規定に基づき、同計画の平成22年度の実施状況について公表いたします。定員の弾力化では、継続して公立保育園、私立保育園で一定の弾力化を行っております。認証保育所の誘致では、新規の開所はありませんでしたが、既存の施設で定員増を図っております。また、一時保育の充実では、22年度より公立の駄倉保育園で開始しております。なお、平成23年５月からは、狛江駅前に建設いたしました仮園舎にて一時保育を開始しております。家庭福祉員の充実では、増員を図るため、継続して広報やホームページで呼び掛けましたが、結果として増員には至りませんでした。これらの内容は、９月１日号の広報に掲載し、併せてホームページを通じて公表していきます。

事務局：　おトイレ安心ネットワーク事業についてご報告いたします。この事業は市民協働により、外出時の不安を解消するために、市内でトイレを借りることができる施設、協力していただける施設を探し、それをマップで表示し、外出の際の不安を解消するというためにつくったものです。マップの作成にあたっては、事前に介護支援課から協力してもらえるのではないかという施設を協力団体と一緒に探し、文書で依頼をして回答をいただきました。協力できるという施設は72施設となりましたが、マップに掲載されているのは70施設となっております。２施設につきましては、職員がいるときにはいつでも利用が可能ですが、いつも職員がいるわけではないので、マップに掲載をすることなく、標識のみを現地の施設、事業所に掲示するという対応となりました。また、実際にこのマップに掲載するにあたっては、その施設が利用できる施設かということを介護支援課職員が直接事業所を訪問し、状況を確認した上で説明をし、ご理解をいただいた上での掲載となっております。幹線道路に近い地域に利用可能なトイレがあり、住宅地等にはなかなかないという状況になっております。また、利用時間は施設が開いている時間帯ということになりますので、多くの施設は日中のみとなっております。コンビニや公園内のトイレにつきましては、終日可能な状況になっております。このマップは、ホームページ、広報で周知をし、そのほかにも乳幼児検診や子育て事業の開催時、高齢者対象の事業のときにも、希望者には配布するということで対応しております。今回は平成22年度に作成しましたが、次は平成24年度に見直しを行う予定でおります。
事務局：　「屋外型健康増進器具（うんどう器具）」の設置についてご報告いたします。介護予防事業として、市内の公園に屋外型健康増進器具を設置し、うんどう教室を開催しているという状況です。平成18年度に、あいとぴあエリアの西河原公園に、平成20年度にはこまえ正吉苑エリアの都営住宅の中にある藤塚第四児童遊園に設置をいたしました。こまえ苑エリアに平成22年度に設置したことにより、３圏域すべてに設置が完了したという状況です。設置場所は、こまえ苑の北側の岩戸川南公園に設置です。設置した器具はストレッチ運動をするためのもの、筋肉運動をするためのもの、持久力運動とバランス運動のための器具を配置しております。この岩戸川南公園に設置した運動遊具を使ってのうんどう教室は、毎月第４木曜日午後に実施しております。７月28日にオープニングをいたしました。12名の方々にご参加いただき、事業の説明や、実際にその遊具を使って運動を体験していただくという行事を行いました。また、８月の第４木曜日には、１回目ということで、事前にその方の体力測定をしました。これは、実際に運動遊具を使っての運動によって、どのような効果があるのかを定期的に見ていくというためのものになります。実際、この遊具を使ってのうんどう教室は９月からということになります。

事務局：　高齢者熱中症対策事業の実施についてご報告いたします。この事業は高齢者の方を熱中症から守るということで、75歳以上のひとり暮らしの高齢者の方、または75歳以上のみの世帯の高齢者の方を対象とし、熱中症予防グッズとして、首やおでこに巻いて涼しい冷却効果がある冷却スカーフを配ります。それと同時に、予防に関するチラシを７月27日に郵送いたしました。また、これ以外の高齢者の方につきましては、回覧板での周知や、高齢者への支援に携わっているケアマネジャーや介護事業者を通して直接お渡しいただくということ、また、高齢者向けの事業や窓口にこのチラシを設置して、機会があるごとに、それぞれの方にお渡しするということで実施いたしました。チラシを郵送した方は、対象者数としましては合計5,186名となっております。また、その後、追加実施ということが決まり、対象者の拡大と啓発の機会を増やすということで、拡大実施をいたします。７月にお送りした方を除く75歳以上の方全員と、70歳以上75歳未満のひとり暮らしの方、また70歳以上75歳未満の高齢者のみの世帯の方を対象に、同じく熱中症予防のグッズ、冷却スカーフと、熱中症予防に関するチラシを本日、郵送いたしました。また、啓発の機会を増やすということで、９月４日開催の高齢者福祉大会でも冷却シートやウエットティッシュなどを配り、それと同時にチラシをお配りし、熱中症予防を周知していく予定です。

委員：　福祉基本条例が改正されていないので仕方ないのかもしれませんが、なぜ狛江市は保育計画実施状況が報告事項のでしょうか。当然審議の対象でしかるべきだと思うのです。例えば、家庭福祉員の充実について、「増員になりませんでした」で終わるのだったら、正直言って何のために計画を立てたのかと思うのです。待機児童を解消という方針を立てるなり、計画を立てたらモニタリングをきちんとして、そこでまた中間的に見直しをしたりしないと、本当に作りっぱなしの計画で全く意味がないというか、正直、計画などもうなくてもよいのではないかと思います。こういう状況が繰り返されるのであったら、もうこの委員会は必要なのではないでしょうか。
委員長：　家庭福祉員自体がどうなるかですね。確かに計画には結構書いてありましたよね。どうなるか、それも含めてまた議論されたらよいのではないでしょうか。

事務局：　新たな保育計画では、家庭福祉員が増やせなかった反省を踏まえ、家賃保証や施設の改修補助、その辺を手厚くしまして、増員計画を図っております。

委員長：　平成23年度ですか。

事務局：　はい。

委員長：　それも報告してほしかったですね。平成22年度の実施状況だけではちょっとまずいですね。報告の仕方も含めて再度、限られた時間で十分あれですけれども、ぜひご指摘も含めて、報告の在り方を今後ご検討いただきたいと思います。

今日は大分盛りだくさんで、進行不十分で大変申し訳ありませんが、大事な議論ができたのではないかと思います。次回の日程ですが、次回は計画の重点課題であるとか、それに基づいた骨子という部分、また計画に関した大事な議論になるかと思いますが、10月25日の６時半で予定をよろしくお願いします。本日はお疲れさまでした。
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